
 
 

 

産業部門 
 

 

 

産業部門におけるエネルギー消費及び GHG 排出は、5 つ

のカテゴリーより構成されています。 

 製造・建設部門でのエネルギー消費と GHG 排出 

 農業・林業・漁業部門でのエネルギー消費と

GHG 排出 

 産業プロセスからの非エネルギーGHG 排出（セメ

ント産業、その他セラミック、アンモニアソーダ、

石油化学、その他化学、電気炉、非鉄金属、機

械） 

 農業部門での非エネルギーGHG 排出 

 石油化学産業での非エネルギー化石燃料消費 

これら産業の 2005 年の付加価値は約 20 兆円で、GDP

の約 4%に相当します（環境省 2012）。本シミュレーション

では、産業部門のエネルギー利用を、各社会シナリオによ

る変動と、2 つの要素（工業生産高当たりのエネルギー原

単位、産業のエネルギーミックス）により影響されると想定し、

4 つのレベルを設定しています。詳しい設定に関してはエク

セル・スプレッドシートモデルを参照してください（Zhou, et al. 

2014）。 

 

工業生産高当たりのエネルギー原単位 

レベル 内容 

1 
工業生産高当たりのエネルギー原単位は

2050 年まで 2010 年レベルで推移する。 

2 
2020 年以降もエネルギー原単位の削減努

力がなされる。 

3 レベル 2 と同様。 

4 レベル 2 と同様。 

※ 先導的低炭素技術は、環境省 L2-Tech リスト

の「B 産業（業種固有の製造設備等）」 を

参照（環境省 2014、2015）。 

 

 

 

 

 

 

産業のエネルギーミックス 

レベル 内容 

1 

2050 年における個別業種における燃料構

成は、2010 年から変化しない。 終エネル

ギー消費は石炭と石油製品が 60％。 

2 

2050 年に向けて電化促進。再エネの増

加、石炭からガスへの転換が徐々に進む。

終エネルギー消費は石炭と石油製品が

55％。 

3 

電化、再エネ導入、石炭からガスへの転換

が一層進み、 終エネルギー消費は石炭と

石油製品が 50％。 

4 

2050 年に向けて電化促進。再エネの増

加、石炭からガスへの転換が 大限に進

み、直接排出量を可能な限り抑えるようにシ

フトする。 終エネルギー消費は石炭と石

油製品が 40％。 

本シミュレーションでは、産業部門における CCS 技術の導

入の可能性も考慮し、4 つのレベルを設定しています。 

 

 



 
 

産業部門における CCS 技術の導入 

レベル 内容 

1 2050 年まで、CCS の導入量はない。 

2 

産業界において、CCS 技術がわずかな

がら導入され、化学、セラミック、鉄鋼産

業において、エネルギー起源及び非エネ

ルギー起源における CO2 がそれぞれ 20%

ずつ回収・貯留される。 

3 

エネルギー起源及び非エネルギー起源

の CO2 がそれぞれ 50%ずつ回収・貯留さ

れる。 

4 
CCS 技術導入が 大限導入され回収・

貯留率は 80%となる。 
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